
施 設 費 (144¶062¶359)
7¶947¶518¶466

(22¶353¶205)
24¶136¶657

(3¶486¶573)
3¶486¶573

(162¶928¶991)
7¶968¶168¶550

注|

授 業 料 3¶873¶450 ` ` 3¶873¶450

補 助 金 等 2¶369¶489¶525 ` 39¶969¶831 2¶329¶519¶694 注}

寄 附 金 等 41¶822¶757 33¶840¶009 ` 75¶662¶766 注~

目 的 積 立 金 3¶008¶364¶455 146¶336¶453 ` 3¶154¶700¶908 注�

無 償 譲 与 235¶155¶496 ` ` 235¶155¶496

減 資 差 益 ` ` ` `

損益外除売却差額相当額 ` ` ` `

そ の 他 2¶188¶004¶291 ` ` 2¶188¶004¶291

計 14¶636¶121¶351 204¶313¶119 63¶611¶271 14¶776¶823¶199

損 益 外 減 価 償 却 累 計 額 � 19¶555¶640¶753 � 2¶797¶744¶802 � 62¶367¶679 � 22¶291¶017¶876 注�、‚、ƒ

損 益 外 減 損 損 失 累 計 額 � 29¶391¶500 ` ` � 29¶391¶500

損 益 外 利 息 費 用 累 計 額 ` � 13¶058¶663 ` � 13¶058¶663 注�、„

差 引 計 � 4¶948¶910¶902 � 2¶606¶490¶346 1¶243¶592 � 7¶556¶644¶840

F̂ 積立金等の明細及び目的積立金の取崩しの明細
F̂`１ 積立金の明細 （単位：円）

区 分 期 首 残 高 当期増加額 当期減少額 期 末 残 高 摘 要

準用通則法第44条第
１項積立金

2¶741¶383¶605 3¶789¶342¶166 6¶530¶725¶771 `

国立大学法人法第32
条第１項積立金

` 4¶125¶697¶943 150¶000¶000 3¶975¶697¶943

計 2¶741¶383¶605 7¶915¶040¶109 6¶680¶725¶771 3¶975¶697¶943

F̂`２ 目的積立金の取崩しの明細 （単位：円）

区 分 金 額 摘 要

前中期目標期間繰越積立金取崩額 診療環境整備積立金 3¶663¶547 診療環境の整備

その他 診療環境整備積立金 146¶336¶453 固定資産の取得

合 計 150¶000¶000

Ĝ 業務費及び一般管理費の明細 （単位：円）

教育経費

消耗品費 634¶788¶697

備品費 136¶744¶936

印刷製本費 86¶538¶746

水道光熱費 364¶437¶139

旅費交通費 379¶398¶782

通信運搬費 37¶630¶375

賃借料 61¶368¶325

車両燃料費 12¶030¶778

保守費 111¶217¶664

修繕費 455¶126¶581

損害保険料 13¶832¶346

平
成

™
š
年

˜
—
月

™
›
日
月
曜
日

(
号
外
第

™
™
 
号
)

官
報

~{ 当期減少額は、国立大学法人会計基準第84に特定された固定資産の除却によるものです。
| 当期増加額は固定資産の取得、当期減少額は固定資産の除却によるものです。（ ）内は国立
大学財務・経営センターからの受入対応額で内数です。

} 当期減少額は、固定資産の除却によるものです。
~ 当期増加額は、現物寄附により取得した非償却資産によるものです。
� 当期増加額は、固定資産の取得によるものです。
� 当期増加額には、資産除去債務適用初年度の既存資産に係る会計処理も含まれております。
‚ 当期増加額は、国立大学法人会計基準第84及び第89に特定された固定資産の減価償却による
ものです。

ƒ 当期減少額は、国立大学法人会計基準第84に特定された固定資産の除却によるものです。
„ 当期増加額は、国立大学法人会計基準第89に特定された固定資産の将来の除去費用に係る債
務についての時の経過による増加額です。
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